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１．はじめに 
 
（1）研究の背景 
 少子高齢化社会の進展により、生産人口を中心とする

通勤・通学・業務といった義務的活動は減少する一方、

老年人口を中心とする買い物や散歩といった自由行動が

増加することが考えられる。しかし、国内の総人口は

2006 年以降減少することが予想され、さらに 2043 年以

降には高齢者人口も減少することが予想されている 1）こ

とから、全体の活動量は減少する可能性がある。 
 このような状況を控え、近年のまちづくりのキーワー

ドでもある都市の持続可能性（Sustainability）を考慮した

とき、量的な指標で評価される環境や経済的側面を加え、

コミュニティや生活の質などに代表される量的な指標で

の表現が困難な社会的側面からのアプローチが重要にな

るといえる。 
 
（2）持続可能性と都市に関する既往研究 
 持続可能性を主題に関する研究は、近年数多く見られ

るが、環境問題に発端をおく概念であることから、これ

らの既往研究は環境面からのアプローチが特に多い。都

市と交通の分野でも同様で、移動により発生する温室効

果ガス排出量の削減を目的とした研究が多く、土地の高

度利用や複合利用による水平移動量の削減 2）や、常住地

を就業地に近い場所へ移転させる職住近接 3）などが提案

されている。さらに、これらを具体化した都市像の一つ

として、コンパクトシティの導入も提案されている 4）。 
 このように、環境面からのアプローチは活発であるが、

持続可能性が環境、経済、社会（コミュニティ）の 3 つ

の要素が共生しながら発展すること 5）と定義されている

ことを考慮すると課題はまだ多い。特に、定義が抽象的

な社会面からアプローチした研究は、筆者らの調べた限

りでは見られなかった。 
 
（3）研究の目的 
 持続可能性の社会的側面として、コミュニティ、社会

的公平性、社会参加やニーズの充足といった項目で代表

される 5）。そこで、本稿では、これらのなかからニーズ

の充足に着目し、そのニーズを生活時間から捉え、少子

高齢化を見据えた持続可能な都市を支える都市基盤整備

のあり方について検討することとした。 
 
２．社会的な視点と都市評価指標 
 
（1）社会的な視点に立った都市評価 
 都市の持続可能性の概念を含まないながらも、社会的

な側面から着目した研究は多く見られる。 
 例えば、森本・中川 6）は住みよさに着目し、住宅地を

対象に、計画的な整備を進める上で有用となる定量化手

法を、10 指標を用いて構築した。吉田ら 7）は施設までの

距離や土地利用といった近隣環境の物理量と、生活に関

わる個人の主観的評価の両面から生活の質（QOL）を客

観的に尺度化する方法を提示した。林ら 8）は政策運営に

フィードバック可能なQOL 評価システムを、5 つの評価

軸を用いて構築した。 
 また、マスメディアによる住みよさランキング 9）や経

済企画庁による国民生活指標（PLI）10）など生活者の視

点に立った評価手法が数多く提案されている。 
 
（2）新しい評価の必要性と生活時間指標の採用 
 しかし、これらの評価指標には、都市基盤の整備水準

と、それに基づく整備方針を検討するための基礎指標と

して扱われていることが多い。少子高齢者の進展により

人口の減少が予想されるなかで、快適性や利便性といっ

た QOL 水準は向上するものの、全体的な活動量の減少

により、たとえ望ましい方向に進んだとしても、基盤を

中心にした指標では十分に表現することができない可能

性がある。 
 そのため、いかにニーズに対応した基盤整備を行い、

それを評価することが重要になるであろう。そのニーズ

の計測と対応について、張ら 11）は生活者の期待度と満足

度のギャップを用いて、都市サービスの質を評価する必
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要性を強調している。ここで、生活の質を総合的な満足

度 7）であるとしたとき、満足度を期待度へ高めることは

有効な手段の一つであるが、地域や生活者のライフスタ

イルによって価値観が異なり、状況の変化を伴うことか

ら、公共性・公益性が高く、短期に改変できない基盤整

備での活用には困難が生じると考えられる。 
 以上のことから、ニーズの計測には客観性や普遍性を

備えながらも、可能な限り生活者の主観性が反映された

ものである必要がある。さらに、少子高齢化や人口の減

少といった社会変化による影響を受けない必要がある。 
 そこで、本稿では生活時間を代表指標とし、生活時間

から都市基盤整備のあり方について検討することとした。 
 
３．分析データと評価指標の抽出 
 
（1）分析データの概要 
 本稿では国内全体のマクロ的な動向を把握することを

目的にし、都道府県単位で分析した。分析に用いたデー

タは以下のとおりである。 
 生活時間に関するデータは、社会生活基本調査 12），13）

を用いた。社会生活基本調査では、1 日の生活時間を 17
の活動項目に分類している。これらから、生理的に必要

な活動である 1 次活動と、3 次活動に含まれる「テレビ・

ラジオ」、「休養」や「療養」といった屋内での活動と主

とする生活時間を除いた 12 項目について、その内容から

義務的な要素と能動的な要素、活動と移動の組み合わせ 
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図-1 社会生活基本調査

12）と本論の枠組み 

によりできる 4 項目に分類した（図-1）。 
 この分類にあたっては、以下の点を考慮した。まず、

「買物」は社会生活を営む上で義務的な生活の強い活動

と定義される 2 次活動に含まれるが、買物先の選択可能

性や街の活性化への貢献などが含まれるため「自由活動」

に含めた。また、「移動」は「通勤・通学を含まない移動」

と定義されているが、活動をするためには移動は必要不

可欠な場合も含まれるため「自由移動」と位置づけた。 
 このほか、人口についてはは国勢調査 14）を、基盤整備

ついては社会・人口統計体系 15）を用いた。 
 
（2）高齢化と生活時間［補注1］ 
 まず、少子高齢化が生活時間に与える影響について整

理する。本稿では、今後の都市活動に影響を与えると予

想される高齢者に着目する。 
 社会生活基本調査が行われた 1976～2001 年（5 年毎）

について、人口の高齢化の程度を表現する老年人口指数

と生活時間との関係（図-2）をみると、義務時間は減少

し、自由時間は増加する傾向にあることがわかる。特に、

最近 10 年の自由移動時間の増加は顕著である。 
 経年変化でみると調査時の社会情勢の影響が含まれる

可能性があるため、最新（2001）年度調査結果を用いて

都道府県別でみることとした。ここでは、義務・移動時

間（図-3）と自由・移動時間（図-4）について示す。 
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図-2 人口の高齢化と生活時間の変化 
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図-3 高齢化と義務移動時間の関係（2001年） 
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図-4 高齢化と自由移動時間の関係（2001年） 

 
 義務・移動時間は、経年変化と同様、高齢化が進むに

つれて移動時間が減少する傾向が顕著にみられる。一方、

経年変化では増加傾向にある自由移動時間では、高齢化

が進むにつれ移動時間がやや減少傾向にあることがわか

る。これは、今後さらに高齢化が進行すると、移動時間

が減少する可能性があることを示唆している。 
 
（3）高齢化と移動行動者率［補注2］ 
 生活時間と同様に、行動者率についても経年変化をみ

る。ここでは、1991 年と 2001 年の時刻別義務移動およ

び自由移動の行動者率（図-5）と、1986～2001 年におけ

る老年人口指数と行動者率の 1 日の最大値との関係をプ

ロットした（図-6）。これらをみると、生活時間と同様、

義務移動は減少し、自由移動は上昇する傾向にある。特

に、図-5から、10～18 時にかけて自由移動の行動者率が

大きく上昇したことがわかる。 
 また、最新（2001）年度調査を用いて、老年人口指数

と義務移動行動者率（図-7）および自由移動行動者率（図

-8）についてみると、人口の高齢化によりピーク時間の

義務移動行動者率が顕著に減少する一方、自由移動はほ

ぼ一定であることがわかる。つまり、高齢化の進展によ

り、高齢者の外出が増加することを意味している。 
 これらのことから、今後さらに高齢化が進行すると、

朝ラッシュ時間帯における混雑の緩和と、昼間時間帯に

おける高齢者の外出による混雑率の上昇の可能性がある

ことを示唆している。 
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図-6 高齢化と行動者率（最大値）の推移 
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図-7 高齢化と義務移動行動者率（最大値）（2001年） 
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図-8 高齢化と自由移動行動者率（最大値）（2001年） 

0

5

10

15

20

25

0時 3時 6時 9時 12時 15時 18時 21時

時刻

行
動

者
率

（
義

務
）

0

1

2

3

4

5

行
動

者
率

（
自

由
）

2001年義務・移動 1991年義務・移動 2001年自由・移動 1991年自由・移動

ピーク時は減少 オフピーク時は上昇

図-5　時刻別義務移動、自由移動行動者率（1991年、2001年）



４．高齢化社会における都市基盤整備のあり方 
 
（1）交通基盤施設の効率化 
 これまでの交通基盤整備は、ピーク時における混雑緩

和を主たる目的として整備されてきた。しかし、現状に

おいて、特に都心地区で交通基盤施設の新設が限界にあ

る状態において、3．（3）で示したピーク時における行動

者率の減少と、オフピーク時における行動者率の増加は、

交通基盤の効率化（混雑の平準化）が促進される可能性

があることを示唆している。 
 例えば、1996～2001 年における義務移動行動者率（最

大値）の変化量とピーク時における自動車通勤・通学者

1 人あたりの道路実延長の変化量との関係（図-9）をみ

ると相関関係がみられ、高齢化によって交通基盤の効率

化が促進される可能性があることがいえる。 
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図-9 行動者率と道路供給量の変化（1996～2001年） 

 
（2）交通基盤施設の運用方法 
 さらに、3．（2）で示した義務移動時間の減少と自由移

動時間の増加は、移動主体と交通基盤の使い方がこれま

でとは変化しつつあることを示唆しているものである。

つまり、生産人口の通勤・通学といった義務的な移動を

処理する基盤から、老年人口の自由活動や移動を支える

基盤への変化であり、将来、その傾向はさらに強くなる

可能性がある。同時に、基盤上の主体も高齢者の割合が

高くなる。 
 このように、生活時間からも、今後の交通基盤整備で

は量的な供給から質的な供給への転換が必要であること

がいえる。これらについて、具体的な指標を用いた詳細

については講演時に発表する予定である。 
 
５．まとめと今後の課題 
 
 本稿では、持続可能性の社会的な側面として生活時間

をとりあげ、今後の高齢化を見据えた交通基盤整備のあ

り方について検討した。移動時間の変化から、基盤の効

率化や運用見直しの必要性があることを示したが、さら

に、スポーツや買い物といった自由活動を支える都市基

盤整備のあり方についても検討する必要がある。 
 これらを考慮することによって、少子高齢化を見据え

た持続可能な都市において予想される都市施設の転用や

空間再配分などを支える都市基盤整備に対するニーズを

明らかにし、整備の方向性を示すことができるであろう。 
 
補注 
［1］社会生活基本調査と国勢調査は、調査年度が一致し

ないため、2 調査の直近年度の統計値を組み合わせ

て用いた。 
［2］行動者率は 1986 年度調査から行われている。 
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